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助
成
業
務

　

私
学
助
成
に
つ
い
て
は
、
私
立
学
校
が
我

が
国
の
学
校
教
育
に
お
い
て
果
た
し
て
い
る

役
割
の
重
要
性
に
鑑
み
、
私
立
学
校
振
興
助

成
法
に
基
づ
き
、
私
立
学
校
の
教
育
研
究
条

件
の
維
持
及
び
向
上
、
学
生
・
生
徒
等
に
か

か
る
修
学
上
の
経
済
的
負
担
の
軽
減
を
図
る

と
と
も
に
私
立
学
校
の
経
営
の
健
全
性
を
高

め
る
た
め
、
そ
の
充
実
に
努
め
て
い
る
と
こ

ろ
で
す
。

　

平
成
二
十
四
年
度
概
算
要
求
は
、
二
十
三

年
九
月
二
十
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
平
成

二
十
四
年
度
予
算
の
概
算
要
求
組
替
え
基
準

に
つ
い
て
」
に
基
づ
き
行
わ
れ
ま
し
た
。
こ

れ
に
よ
り
文
部
科
学
省
で
は
、
我
が
国
の
経

済
社
会
を
再
生
し
、
国
民
一
人
ひ
と
り
が
希

望
を
も
っ
て
前
に
進
め
る
社
会
を
実
現
す
る

た
め
、
教
育
に
よ
る
多
様
な
人
材
の
育
成
、

ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
芸
術
の
振
興
、
科
学
技
術

の
推
進
に
資
す
る
施
策
を
、
未
来
へ
の
先
行

投
資
と
し
て
「
日
本
再
生
重
点
化
措
置
」
に

お
い
て
要
望
し
、ま
た
、学
校
施
設
の
復
旧
・

耐
震
化
や
原
子
力
災
害
か
ら
の
復
興
支
援
な

ど
、
国
家
的
危
機
で
あ
る
東
日
本
大
震
災
を

乗
り
越
え
て
復
興
を
実
現
す
る
た
め
に
必
要

な
復
旧
・
復
興
対
策
に
か
か
る
経
費
を
要
求

し
ま
し
た
。
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
た
概
算
要
求

は
九
月
三
十
日
に
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

　

二
十
四
年
度
の
私
学
助
成
関
係
概
算
要
求

の
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。

私
立
大
学
等
の
経
常
費
に
対
す
る
補
助

　

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
は
、
私
立
の
大

学
、
短
期
大
学
、
高
等
専
門
学
校
の
教
育
又

は
研
究
に
か
か
る
経
常
的
経
費
に
つ
い
て
補

助
す
る
も
の
で
す
。

　

二
十
四
年
度
概
算
要
求
に
お
い
て
は
、
私

立
大
学
等
の
質
の
高
い
教
育
研
究
活
動
を
支

援
す
る
と
と
も
に
、
被
災
地
に
あ
る
大
学
の

安
定
的
教
育
環
境
の
整
備
や
授
業
料
等
減
免

等
へ
の
支
援
を
充
実
し
ま
す
。

　

一
般
補
助
で
は
、
教
職
員
給
与
費
な
ど
大

学
等
の
運
営
に
不
可
欠
な
教
育
研
究
に
か
か

る
経
常
的
経
費
に
つ
い
て
引
き
続
き
支
援
し

ま
す
。

　

特
別
補
助
で
は
、
①
成
長
分
野
の
推
進
に

貢
献
す
る
人
材
の
育
成
、
②
大
学
等
の
国
際

交
流
の
基
盤
整
備
へ
の
支
援
、③
就
職
支
援
・

就
業
力
育
成
の
充
実
、
④
授
業
料
等
減
免
や

学
生
の
経
済
的
支
援
体
制
等
の
充
実
、
⑤
被

災
私
立
大
学
等
復
興
特
別
補
助
な
ど
、
我
が

国
の
成
長
を
支
え
る
人
材
養
成
の
取
組
へ
の

重
点
的
支
援
と
、
被
災
地
の
大
学
の
安
定
的

教
育
環
境
の
整
備
等
を
図
り
ま
す
。

文
部
科
学
省
高
等
教
育
局

私
学
部
私
学
助
成
課

平
成
二
十
四
年
度　

私
学
助
成
関
係
予
算
の

概
算
要
求

平成24年度概算要求　私学関係
平 成 23 年 度

予 算 額
平 成 24 年 度

概算要求・要望額
比 較 増
△ 減 額

百万円 百万円 百万円

060,9289,923229,023）１（
－ 7,460 －

337,442

256,2288,201032,001）２（

－ 1,397 －
104,279

500,5 △386,01886,51）３（

－ 15,003 －
(941) (2,939) (1,998)

25,686
〔他に、財政融資資金〕 〔30,700〕 〔58,100〕 〔27,400〕

436,840 443,547 6,707

436,840 443,547 6,707
－ 23,860 －

436,840 467,407 30,567

うち「日本再生
重点化措置」
7,052百万円

（上記の外、復旧・復興対策経費）
（※うち、他局分）

計

備 の 推 進

私 立 高 等 学 校 等 経 常 費
助 成 費 等 補 助

総 額

概 算 要 求 ・ 要 望 額 計

（上記の外、復旧・復興対策経費）

計

（復旧・復興対策経費計）

私 立 学 校 施 設 ・ 設 備 の 整

計

備 考

うち「日本再生
重点化措置」
15,460百万円

私 立 大 学 等 経 常 費 補 助
（上記の外、復旧・復興対策経費）

事　　　　　　　　　　項

○概要：私立大学等の質の高い教育研究活動を支援するとともに、被災地にある大学の安定的教育
　　　環境の整備や授業料減免等への支援を充実。
  ◆一般補助　　　　　　　　　　　　       　　　　　　　 　　　  【　282,298百万円】
      教職員給与費など大学等の運営に不可欠な教育研究に係る経常的経費について引き続き
    支援する。
　◆特別補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　    　 　【　 55,144百万円】
　　　我が国の成長を支える人材養成の取組への重点的支援と、被災地の大学の安定的教育環境の
　　整備等を図る。
　　　・成長分野の推進に貢献する人材の育成
　　　・大学等の国際交流の基盤整備への支援
　　　・就職支援・就業力育成の充実
　　　・授業料等減免や学生の経済的支援体制等の充実
　　　・被災私立大学等復興特別補助　等

○概要：私立高等学校等の教育条件の維持向上や保護者の教育費負担の軽減及び学校経営の健全
　　　性の向上を図り、各学校の特色ある取組を支援するため、都道府県による経常費助成等を
　　　補助する。
　
  ◆一般補助　　　　　　　　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【  89,330百万円】
　　　各都道府県による私立高等学校等の基盤的経費への助成を支援する。
 
　◆特別補助 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　【  12,160百万円】
　　　各学校の特色ある取組を支援する。
　    　・授業料減免事業
　  　　・防災教育等や幼稚園における子育て支援　等
 
  ◆特定教育方法支援事業 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　  【   2,789百万円】
　　　特別支援教育など特定の教育分野について、その教育の推進に必要な経費を支援する。

○概要：地震により倒壊の危険性がある学校施設のうち耐震性の低い校舎等を中心とした耐震補
      強等に対する支援のほか、教育研究機能の高度化のための施設・設備整備の推進を図る。
　　　　また、財政融資資金を活用し、学校法人が行う施設整備等に対する融資を行う。

　◆耐震化等の促進　　　　　　　　　　　  【  14,294百万円（うち、他局分：2,803百万円）】
　　　学校施設の耐震化や防災機能強化を促進するため、校舎等の耐震補強事業のほか新たに
　　非構造部材の耐震対策や備蓄倉庫、太陽光発電、自家発電設備等の防災機能強化のための
　　整備を支援する。
　
  ◆教育・研究装置等の整備 　　　　　　　 【  10,683百万円（うち、他局分：  136百万円）】
　　　教育及び研究のための装置・設備の高機能化等を支援する。
　
  ◆私立大学病院の機能強化 　　　　　                             　　 【     709百万円】
　　　私立大学病院の建替え整備事業に係る借入金に対し利子助成を行い、病院の機能強化を
    支援する。
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助
成
業
務

私
立
高
等
学
校
等
の
経
常
費
助
成
費
等
に

対
す
る
補
助

　

私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
等
補
助

は
、
私
立
の
高
等
学
校
、
中
等
教
育
学
校
、

中
学
校
、
小
学
校
、
幼
稚
園
及
び
特
別
支
援

学
校
に
経
常
費
助
成
を
行
う
都
道
府
県
に
対

し
て
、
国
が
補
助
す
る
も
の
で
す
。

　

二
十
四
年
度
概
算
要
求
に
お
い
て
は
、
一
般

補
助
の
生
徒
等
一
人
あ
た
り
単
価
を
増
額
す
る

と
と
も
に
、
待
機
児
童
解
消
の
た
め
、
私
立
幼

稚
園
に
お
け
る
預
か
り
保
育
推
進
事
業
等
の

子
育
て
支
援
の
一
層
の
充
実
を
図
り
ま
す
。

　

ま
た
、
防
災
教
育
等
に
取
り
組
む
私
立
高

等
学
校
等
に
対
し
特
別
な
支
援
を
行
う
と
と

も
に
、
東
日
本
大
震
災
の
被
災
三
県
に
お
い

て
、
運
営
が
困
難
な
状
況
に
あ
っ
て
も
教
育

の
質
の
向
上
を
図
る
取
組
や
子
育
て
支
援
、

幼
稚
園
特
別
支
援
教
育
な
ど
を
行
う
私
立
高

等
学
校
・
幼
稚
園
等
に
対
し
、
特
別
の
加
算

措
置
を
行
い
ま
す
。

私
立
学
校
の
施
設
・
設
備
に
対
す
る
補
助

　

私
立
学
校
の
施
設
・
設
備
に
対
す
る
補
助

に
か
か
る
二
十
四
年
度
概
算
要
求
に
お
い
て

は
、
東
日
本
大
震
災
の
教
訓
を
踏
ま
え
、
学

生
・
生
徒
等
の
安
全
を
確
保
す
る
た
め
の
学

校
施
設
の
耐
震
化
が
急
務
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
学
校
施
設
の
耐
震
補
強
工
事
へ
の
補
助

の
拡
充
に
加
え
、
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策

や
備
蓄
倉
庫
、
自
家
発
電
設
備
の
整
備
等
の

防
災
機
能
強
化
の
た
め
に
行
う
工
事
等
に
つ

い
て
も
新
た
に
補
助
を
行
い
ま
す
。
な
お
、

学
校
施
設
の
耐
震
補
強
工
事
へ
の
補
助
に
つ

い
て
は
、
新
た
に
専
修
学
校
を
補
助
対
象
に

す
る
よ
う
要
求
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業

団
の
融
資
を
受
け
て
実
施
さ
れ
る
私
立
の
大

学
・
短
期
大
学
・
高
等
専
門
学
校
並
び
に
高

等
学
校
・
中
等
教
育
学
校
・
中
学
校
・
小
学
校
・

特
別
支
援
学
校
が
行
う
老
朽
校
舎
（
築
三
十

年
以
上
）
及
び
危
険
建
物
と
認
定
さ
れ
た
旧
耐

震
基
準
で
建
設
さ
れ
た
学
校
施
設
（
昭
和
五
十

六
年
以
前
の
建
物
）
の
建
替
え
整
備
事
業
、
私

立
大
学
病
院
の
建
替
え
整
備
事
業
に
つ
い
て
利

子
助
成
を
行
う
私
立
学
校
施
設
高
度
化
推
進

事
業
費
補
助
に
つ
い
て
も
要
求
し
て
い
ま
す
。

　

耐
震
化
以
外
に
も
、
ア
ス
ベ
ス
ト
対
策
工

事
や
身
体
障
が
い
者
及
び
高
齢
者
等
の
施
設

利
用
に
配
慮
し
た
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
、
情
報

教
育
や
教
育
・
研
究
の
基
盤
強
化
な
ど
、
教

育
研
究
機
能
の
高
度
化
の
た
め
の
施
設
・
設

備
の
充
実
や
太
陽
光
発
電
等
の
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
活
用
に
配
慮
し
た
私
立
学
校
施
設

の
整
備
の
推
進
を
支
援
し
て
参
り
ま
す
。

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
の
貸

付
事
業

　

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
の
二

十
四
年
度
の
貸
付
事
業
に
つ
い
て
は
、
私
立

学
校
の
老
朽
校
舎
等
の
建
替
え
整
備
事
業
や

東
日
本
大
震
災
に
よ
る
災
害
復
旧
事
業
を
含

む
施
設
・
設
備
の
整
備
等
に
対
す
る
貸
付
計

画
額
を
九
七
四
億
円
と
し
、
そ
の
財
源
の
一

部
と
し
て
財
政
融
資
資
金
五
八
一
億
円
を
要

求
し
て
い
ま
す
。

　

専
修
学
校
は
、
社
会
の
多
様
な
要
請
に
即

応
し
た
実
践
的
・
専
門
的
な
職
業
教
育
を
行

う
教
育
機
関
と
し
て
大
き
な
役
割
を
果
た
し

て
お
り
、
教
育
基
本
法
に
お
い
て
も
、
専
修
学

校
を
含
め
た
職
業
教
育
の
重
要
性
が
明
ら
か

に
さ
れ
、
そ
の
役
割
は
益
々
高
ま
っ
て
い
ま
す
。

　

平
成
二
十
三
年
五
月
現
在
、学
校
数
は
三
、

一
一
五
校
、
生
徒
数
は
約
六
二
万
人
と
な
っ

て
お
り
、
特
に
高
等
学
校
卒
業
等
を
入
学
資

格
と
す
る
専
門
課
程
（
専
門
学
校
）
の
生
徒

数
は
約
五
五
万
人
、
専
門
学
校
へ
の
新
規
高

卒
者
の
進
学
率
は
一
六
・
〇
％
と
、
大
学
に

次
ぐ
進
学
先
で
あ
り
、
専
門
学
校
は
我
が
国

の
高
等
教
育
機
関
と
し
て
も
重
要
な
一
翼
を

担
っ
て
い
ま
す
。（
注
）

　

文
部
科
学
省
で
は
、
こ
の
よ
う
な
専
修
学

校
の
果
た
す
役
割
の
重
要
性
に
鑑
み
、
専
修

学
校
制
度
の
特
色
を
生
か
し
た
各
種
施
策
の

充
実
等
を
図
る
な
ど
専
修
学
校
教
育
の
振
興

に
努
め
て
い
ま
す
。

　

概
算
要
求
の
主
な
概
要
は
次
の
と
お
り
で

す
。

（
注
） 

学
校
基
本
調
査
速
報
よ
り
。
岩
手
県
、

宮
城
県
及
び
福
島
県
の
数
値
は
速
報

に
反
映
さ
れ
て
い
な
い
。

成
長
分
野
等
に
お
け
る
中
核
的
専
門
人
材

養
成
の
戦
略
的
推
進

　

産
業
・
社
会
構
造
の
変
化
や
グ
ロ
ー
バ
ル

化
等
が
進
む
中
で
、
か
つ
て
な
い
空
洞
化
の

危
機
を
克
服
す
る
と
と
も
に
、
国
際
競
争
力

の
強
化
な
ど
我
が
国
経
済
社
会
の
一
層
の
発

展
を
期
す
た
め
に
は
、
経
済
発
展
の
先
導
役

と
な
る
産
業
分
野
や
、
新
た
な
人
材
需
要
の

高
ま
り
が
予
想
さ
れ
る
分
野
等
へ
の
人
材
移

動
を
円
滑
に
進
め
る
と
と
も
に
、
そ
れ
ら
の

人
材
が
有
す
る
専
門
技
術
を
高
め
て
い
く
こ

と
が
重
要
で
す
。

　

こ
の
た
め
、
産
学
官
の
連
携
に
よ
り
、
中

核
的
専
門
人
材
養
成
を
戦
略
的
に
推
進
し
て

い
く
観
点
か
ら
、
各
成
長
分
野
に
お
け
る
取

組
を
先
導
す
る
産
学
官
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を

組
織
化
し
、
我
が
国
の
成
長
を
支
え
る
中
核

的
専
門
人
材
養
成
の
た
め
の
新
た
な
学
習
シ

ス
テ
ム
の
実
証
等
を
通
じ
た
基
盤
を
確
立
し

て
い
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

【
推
進
す
る
分
野
例
】

①
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
②
食
・
農
林
水
産
、

③
医
療
・
福
祉
・
健
康
、
④
ク
リ
エ
イ
テ
ィ

ブ（
コ
ン
テ
ン
ツ
、デ
ザ
イ
ン
・
フ
ァ
ッ
シ
ョ

ン
等
）、⑤
観
光
、⑥
Ｉ
Ｔ（
ク
ラ
ウ
ド
、ゲ
ー

ム
・
Ｃ
Ｇ
等
）、
⑦
グ
ロ
ー
バ
ル
専
門
人
材

育
成
、
⑧
そ
の
他

【
推
進
す
る
取
組
】

① 

産
学
官
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
に
よ
る
取
組
の

推
進

　

○ 

各
産
学
官
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
に
お
い

て
、今
後
の
課
題
・
方
向
性
等
の
検
討
・

平
成
二
十
四
年
度

専
修
学
校
関
係
予
算
の

概
算
要
求

文
部
科
学
省
生
涯
学
習
政
策
局

専
修
学
校
教
育
振
興
室
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と
り
ま
と
め
や
、
各
分
野
の
学
習
シ
ス

テ
ム
構
築
の
た
め
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を

評
価
す
る
。

　
　

 
•
成
長
分
野
に
お
け
る
中
核
的
専
門
人

材
の
取
組
を
先
導
す
る
産
学
官
連
携
体

制
の
整
備
。

　
　

 

•
各
分
野
に
お
け
る
専
門
的
・
実
践
的

な
教
育
の
質
の
向
上
・
保
証
の
た
め
の

取
組
の
課
題
・
方
向
性
を
と
り
ま
と
め
。

　
　

 

•
社
会
人
等
の
実
践
的
な
職
業
能
力
を

育
成
す
る
効
果
的
な
学
習
シ
ス
テ
ム
の

評
価
。

　
　

 

•
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
対
応
し
た
専
門

的
・
実
践
的
な
教
育
の
相
互
交
流
等
の

あ
り
方
を
と
り
ま
と
め
、
国
際
的
に
活

躍
す
る
中
核
的
専
門
人
材
養
成
に
活
用
。

②
各
分
野
に
お
け
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
証

　

○ 

各
分
野
ご
と
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
い

て
、
モ
デ
ル
・
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
基
準
や

達
成
度
評
価
指
標
の
開
発
・
実
証
、
第

三
者
に
よ
る
専
門
的
・
実
践
的
な
評
価

等
を
実
施
す
る
。

専
修
学
校
留
学
生
総
合
支
援
プ
ラ
ン

　

新
成
長
戦
略
（
二
十
二
年
六
月　

閣
議
決

定
）
に
お
い
て
は
、
ア
ジ
ア
経
済
戦
略
の
一

環
と
し
て
、
二
〇
二
〇
年
ま
で
に
質
の
高
い

外
国
人
学
生
の
受
け
入
れ
を
三
〇
万
人
に
す

る
こ
と
を
目
指
し
、「
専
門
学
校
へ
の
留
学

支
援
」
を
進
め
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

専
修
学
校
に
お
い
て
は
、
ア
ジ
ア
を
中
心

と
す
る
各
国
か
ら
の
留
学
生
を
積
極
的
に
受

け
入
れ
、
高
度
な
技
術
の
担
い
手
と
し
て
、

ア
ジ
ア
諸
国
と
我
が
国
と
の
架
け
橋
と
な
る

人
材
の
育
成
を
行
っ
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
ら

留
学
生
に
つ
い
て
は
日
本
で
の
就
職
や
地
域

へ
の
定
着
等
の
面
で
な
お
困
難
を
抱
え
て
お

り
、
今
後
、
留
学
生
の
受
け
入
れ
の
一
層
の

拡
大
を
図
る
上
で
、
こ
の
点
が
隘
路
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
地
域
に
お
け
る
相
談
窓
口
等

の
設
置
や
支
援
情
報
の
提
供
、
日
本
で
の
就

職
に
際
し
求
め
ら
れ
る
能
力
を
修
得
す
る
た

め
の
学
習
機
会
の
整
備
、
企
業
イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ
の
促
進
な
ど
、
留
学
生
の
就
職
・
生

活
支
援
の
取
組
を
総
合
的
に
進
め
る
た
め
の

体
制
の
整
備
を
推
進
し
、
専
門
学
校
に
お
け

る
留
学
生
の
受
け
入
れ
拡
大
を
図
る
た
め
に

必
要
な
経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
平
成
二
十
三
年
度
か
ら
広
域
的
な

支
援
体
制
整
備
の
取
組
に
重
点
化
し
て
、
事

業
の
一
層
の
効
率
的
・
効
果
的
な
推
進
を

図
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
が
、
東
日
本
大
震

災
及
び
原
発
事
故
の
影
響
を
受
け
、
専
修
学

校
等
の
入
学
辞
退
・
退
学
が
全
国
的
に
起
き

て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
平
成
二
十
四
年
度

は
特
に
、
全
国
的
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
構

築
し
、
被
災
地
や
原
発
等
を
理
由
と
し
て
留

学
生
が
減
少
し
つ
つ
あ
る
学
校
等
の
情
報
発

信
・
相
談
機
能
の
強
化
等
を
支
援
す
る
な
ど

の
広
域
的
な
取
組
を
支
援
す
る
こ
と
と
し
て

い
ま
す
。

1　国家戦略としての人材養成プロジェクト等の推進
224年度
要求額

579 ( 87 )

※　日本再生重点化措置要望

89 ( 99 )

590 ( 653 )

7,489 ( 7,212 )

※　復旧・復興対策に係る経費 の内数 の内数

※上記のうち、復旧・復興分999百万円

２　東日本大震災の復旧・復興に向けた支援

355 ( － )

※　復旧・復興対策に係る経費

－ ( 11,313 )

の内数

5,514 ( 3,015 )

の内数 の内数

○　被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金　（H23～H26までの基金）

被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金（高校生修学支援基金）を活用した授業料等
減免措置に対する支援。

（対象者）　　震災により、職業技術の教育等を目的とする学校への就学が困難となった生徒
　・ 専修学校高等課程・専門課程：修業年限１年以上
　・ 専修学校一般課程、各種学校：原則修業年限２年以上
（補助率） 　  高等課程(10/10)、その他の課程(2/3)
（対象者数）　専修学校：約2,800人　　各種学校：約360人
（対象事業）　都道府県において行う授業料等減免事業

○　東日本大震災からの復旧・復興を担う専門人材育成支援事業【新規】

　震災により大きく変化した被災地の人材ニーズや雇用のミスマッチに対応し、復旧・
復興の即戦力となる専門人材の育成及び地元への定着を図るため、専門学校などの教育
機関と地域・産業界との連携による推進体制を整備し、被災地以外の教育機関等による
支援のもと、専門人材育成コースの開発・実証・開設や専修学校等の就職支援体制の充
実強化を図る。

（中長期的な人材育成コース）
　【分野】再生可能エネルギー（建築・土木・電気、電気自動車、スマートグリッド等）、
　　　　　食・農林水産、観光など
（短期専門人材育成コース）
   【分野】介護、医療情報事務、土木・建築・電気など

○　被災した生徒等へのメンタルヘルスケア対応　（専修学校等分含む）

　スクールカウンセラー等の緊急派遣を都道府県等に委託。
　　・ 緊急スクールカウンセラー等の派遣　2,300人の内数

○　国費外国人留学生制度（専門学校分）
　専修学校(専門課程)における国費留学生の計画的受入れを推進。

○　私費外国人留学生学習奨励費（専門学校分含む）

　大学、大学院、高等専門学校、専修学校の専門課程、我が国の大学に入学するための
準備教育を行う課程を設置する教育機関又は我が国の日本語教育機関に在籍する私費外
国人留学生を支援。

・大学院レベル　月額65,000円
・学部レベル　　月額48,000円

○　成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進【拡充】

　職業実践的な教育の質の向上・保証の仕組みや、社会人等の実践的な職業能力を育成
する効果的な学習体系の構築に向けたカリキュラムの開発・実証や取組成果の評価等を
行う。

【推進分野等】
　　環境・エネルギー、食・農林水産、医療・福祉・健康、クリエイティブ（デザイン、
　　ファッション等）、観光、ＩＴ（クラウド、ゲーム・ＣＧ等）、グローバル専門人材育成など

○　専修学校留学生総合支援プラン
専門学校における留学生の受入れ拡大を図るため、地域における相談窓口等の設置

や、支援情報の提供、日本での就職に際し求められる能力の修得のための学習機会の整
備、企業インターンシップの促進など、留学生の就職・生活支援の取組みを総合的に進
めるための体制を整備。また、被災地における留学生への支援として、23年度に引き
続き以下の取組を実施。

【被災地における取組の例】
　　○多言語に対応したＷＥＢサイトによる東日本大震災に関連する留学生への情報提供
　　○被災地や一時帰国している留学生への就学手続きや奨学金に関する相談・アドバイス
　　○被災地留学生等の就職活動のための就職対策講座やインターンシップ等の実施

平成２４年度  専修学校関係概算要求について

文部科学省生涯学習政策局生涯学習推進課

[単位:百万円]

（23年度予算額）
当初＋1次補正＋2次補正
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東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
を
担

う
専
門
人
材
育
成
支
援
事
業

　

震
災
に
よ
り
大
き
く
変
化
し
た
被
災
地
の

人
材
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
、
復
旧
・
復
興
の
即

戦
力
と
な
る
専
門
人
材
の
育
成
及
び
地
元
へ

の
定
着
を
図
る
た
め
の
推
進
体
制
を
整
備

し
、
被
災
地
以
外
の
教
育
機
関
等
に
よ
る
支

援
の
も
と
、
専
門
人
材
育
成
コ
ー
ス
の
開

発
・
実
証
・
開
設
や
専
修
学
校
等
の
就
職
支

援
体
制
の
充
実
強
化
を
図
る
こ
と
と
し
て
い

ま
す
。

【
専
門
人
材
育
成
コ
ー
ス
の
開
発
・
実
証
・

開
設
】

① 

中
長
期
的
な
人
材
育
成
コ
ー
ス
の
開
発
・

実
証

【
分
野
】

　

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
建
築
・
土
木
・

電
気
、
電
気
自
動
車
、
ス
マ
ー
ト
グ
リ
ッ
ド

等
）、
食
・
農
林
水
産
、
観
光
な
ど
。

　

○ 

被
災
地
で
ニ
ー
ズ
が
高
い
分
野
に
お
い

て
、
産
業
界
の
連
携
に
よ
り
、
産
業
界

の
高
度
化
な
ど
に
資
す
る
中
長
期
的
な

教
育
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
開
発
・
実
証
を

行
う
。

②
短
期
専
門
人
材
育
成
コ
ー
ス
の
開
設
支
援

【
分
野
】

　

介
護
、
医
療
情
報
事
務
、
土
木
・
建
築
・

電
気
な
ど

　

○ 

被
災
地
で
二
十
四
年
度
以
降
も
ニ
ー
ズ

が
高
く
供
給
が
不
足
す
る
福
祉
等
分
野

の
教
育
環
境
支
援
を
継
続
実
施
す
る
。

ま
た
、
被
災
地
以
外
の
専
門
学
校
や
病

院
等
か
ら
の
教
員
派
遣
、
拠
点
校
を
中

心
に
被
災
地
内
外
の
複
数
校
を
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー
ト
す
る
人
材
配
置
等
を
支
援

す
る
。

【
専
修
学
校
等
の
就
職
支
援
体
制
の
充
実
強

化
】

　

○ 

被
災
地
（
岩
手
県
、
宮
城
県
、
福
島
県
）

の
就
職
支
援
を
行
う
た
め
、
産
学
の
連

携
に
よ
る
合
同
就
職
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

や
就
職
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配

置
を
行
う
。

安
心
し
て
学
べ
る
環
境
の
実
現
に
向
け
た

修
学
支
援

　

意
欲
と
能
力
が
あ
り
な
が
ら
経
済
的
に
困

窮
す
る
学
生
等
（
専
門
学
校
生
を
含
む
）
が

修
学
を
断
念
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
無
利

子
奨
学
金
貸
与
を
拡
充
す
る
と
と
も
に
、
無

利
子
奨
学
金
貸
与
の
み
で
は
修
学
が
困
難
な

者
に
対
し
て
は
、
給
付
型
の
奨
学
金
事
業
を

創
設
す
る
な
ど
、
修
学
支
援
の
充
実
に
必
要

な
経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
高
校
生
等
（
高
等
専
修
学
校
生
を

含
む
）
が
安
心
し
て
教
育
を
受
け
ら
れ
る
よ

う
、
低
所
得
世
帯
（
年
収
約
二
五
〇
万
円
未

満
程
度
）
の
生
徒
に
対
し
て
授
業
料
以
外
の

教
育
費
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
の
給
付
型
奨

学
金
事
業
の
創
設
に
必
要
な
経
費
を
計
上
し

て
い
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
、
二
十
二
年
度
よ
り
措
置
さ
れ

た
高
校
生
等
（
高
等
専
修
学
校
生
を
含
む
）

を
対
象
と
し
た
高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
に

必
要
な
経
費
に
つ
い
て
も
引
き
続
き
計
上
し

て
い
ま
す
。

専
修
学
校
の
教
育
内
容
等
を
充
実
す
る
た

め
の
支
援
策

　

以
上
の
ほ
か
、
科
学
技
術
の
高
度
化
や
情

報
化
な
ど
に
対
応
し
た
専
門
性
の
高
い
知

識
、
技
術
の
習
得
に
応
え
る
よ
う
、
教
育
内

容
の
充
実
を
目
指
す
私
立
専
修
学
校
に
対

し
、
教
育
装
置
や
情
報
処
理
関
係
設
備
の
整

備
費
に
つ
い
て
補
助
す
る
私
立
大
学
等
研
究

設
備
整
備
費
等
補
助
及
び
私
立
学
校
施
設
整

備
費
補
助
に
つ
い
て
必
要
な
経
費
等
を
引
き

続
き
計
上
す
る
と
と
も
に
、
東
日
本
大
震
災

に
お
け
る
甚
大
な
学
校
施
設
の
被
害
状
況
を

踏
ま
え
、
生
徒
の
安
全
を
確
保
す
る
た
め
、

新
た
に
学
校
施
設
の
耐
震
診
断
を
含
む
耐
震

補
強
工
事
に
必
要
な
経
費
等
を
計
上
し
て
い

ま
す
。

３　安心して学べる環境の実現に向けた修学支援

1158,845 ( 153,374 )

の内数 の内数

10,167 ( － )

※ 日本再生重点化措置要望 の内数

131,120 ( 127,558 )

※ 日本再生重点化措置要望 の内数

※上記のうち、要望額84,302百万円

・給付型奨学金14,680百万円

・無利子奨学金69,622百万円

４　専修学校の教育基盤の整備

9 ( 10 )

177 ( － )

※ 復旧・復興対策に係る経費

1,080 ( 986 )

8 ( 8 )

○　高等学校等就学支援金　（高等専修学校分含む）

　全ての意志ある高校生等が安心して勉学に打ち込める社会をつくるため、専修学校
（高等課程）の生徒については高等学校等就学支援金を支給。

（支給上限額）年額118,800円（低所得世帯には、さらに59,400円～118,800円を加算して支給）
　  　 （参考）専修学校（高等課程）生徒数：38,453人（平成22年5月1日現在）

○　専修学校教育等の運営改善に関する調査指導

○　専修学校教員研修事業等補助
　財団法人専修学校教育振興会が行う教員研修に対する補助。

○　私立専門学校、私立高等専修学校施設の耐震化事業に対する補助【新規】

・専修学校(専門課程、高等課程)の耐震化事業について補助。

○　私立専門学校における教育装置・情報設備等の整備に対する補助【拡充】

・専修学校(専門課程)の教育装置・学内LAN 装置の整備費について補助 [247,000千円]。
・専修学校(専門課程)の情報処理関係設備の整備費について補助 [833,000千円]。

　専修学校教育の現状及びその振興方策に関する調査・研究協議、情報提供等。

○　高校生に対する給付型奨学金　（高等専修学校分含む）

　全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、低所得世帯の生徒等に対し、
授業料以外の教育費負担を軽減するための給付型奨学金制度を創設。

（低所得世帯の生徒に対する給付）
　　【対象者】約42.5万人（年収約250万円未満世帯）
　　【支給額】年額18,300円（教科書等図書費相当額）

○　大学等奨学金事業の充実　（専門学校分含む）

　意欲と能力がありながら経済的に困窮する学生等が修学を断念することがないよう、
無利子の奨学金貸与のみでは修学が困難な者に対して、給付型の奨学金を支給すること
により修学に必要な経費の支援を行うため、大学等奨学金事業を充実。

（対象人員）大学等修学支援奨学金　127万2千人 → 134万9千人（7万7千人増）
　　　　　　・給付・無利子貸与　　  35万8千人 →  38万8千人（3万人増）

   　　　　　　　（うち給付　2万1千人[新規]）
　　　　　　・有利子貸与          　　  91万4千人 →  96万1千人（4万7千人増）



第 1 6 7 号平成 2 3 年 1 1 月 1 日

6

助
成
業
務

　

私
学
事
業
団
で
は
、「
学
校
法
人
等
基
礎

調
査
」
で
集
計
し
た
平
成
二
十
一
年
度
の
決

算
デ
ー
タ
を
基
に
、
二
十
二
年
度
版
「
今
日

の
私
学
財
政（
幼
稚
園
・
特
別
支
援
学
校
編
）」

と
「
今
日
の
私
学
財
政
（
専
修
学
校
・
各
種

学
校
編
）」
を
二
十
三
年
八
月
に
刊
行
し
ま

し
た
。

　

今
回
は
、「
今
日
の
私
学
財
政
（
幼
稚
園
・

特
別
支
援
学
校
編
）」
よ
り
、
幼
稚
園
法
人
の

財
務
状
況
に
つ
い
て
と
り
ま
と
め
ま
し
た
。

少
子
化
の
影
響

　

文
部
科
学
省
の
学
校
基
本
調
査
に
よ
る
と

私
立
・
国
立
・
公
立
を
合
わ
せ
た
二
十
一
年

度
の
園
児
数
は
、
十
七
年
度
の
一
七
三
万
八

千
人
か
ら
一
六
三
万
人
と
な
り
一
〇
万
八
千

人
減
少
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
幼
稚
園
数
に

つ
い
て
も
、
十
七
年
度
の
一
三
、
九
四
九
園

か
ら
四
三
三
園
減
少
し
、
二
十
一
年
度
で
は

一
三
、五
一
六
園
と
な
っ
て
い
ま
す（
表
１
）。

幼
稚
園
法
人
の
概
況

一　

消
費
収
支
状
況

　

一
法
人
当
た
り
の
消
費
収
支
計
算
書
よ

り
、
十
七
年
度
と
二
十
一
年
度
を
比
較
す
る

と
、
収
入
の
部
で
は
、
学
生
生
徒
等
納
付
金

が
五
万
円
増
加
、
補
助
金
も
三
七
九
万
円
増

加
し
、
帰
属
収
入
は
四
八
二
万
円
増
加
し
て

い
ま
す
。
支
出
の
部
で
は
、
人
件
費
が
三
八

三
万
円
増
加
、
経
費
も
二
三
九
万
円
増
加

し
、
消
費
支
出
は
六
〇
三
万
円
増
加
し
て
い

ま
す
。

　

帰
属
収
入
の
増
加
幅
に
対
し
て
、
人
件

費
・
経
費
の
増
加
幅
が
さ
ら
に
上
回
る
状
況

と
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
、
経
営
状
況

の
目
安
と
な
る
、
帰
属
収
入
か
ら
消
費
支
出

を
差
し
引
い
た
帰
属
収
支
差
額
は
減
少
し
て

お
り
、
経
営
面
で
の
余
裕
が
狭
ま
っ
て
い
ま

す
。
収
入
を
維
持
し
つ
つ
支
出
の
さ
ら
な
る

削
減
が
幼
稚
園
法
人
の
今
後
の
課
題
と
い
え

ま
す
。

　

法
人
ご
と
の
帰
属
収
支
差
額
で
は
、
二
十

一
年
度
に
帰
属
収
支
差
額
が
マ
イ
ナ
ス
の
法

人
は
一
、
五
九
〇
法
人
で
、
十
七
年
度
と
比

べ
る
と
二
六
法
人
減
少
し
て
い
ま
す
が
、
集

《
平
成
二
十
一
年
度
決
算
集
計
》

《
平
成
二
十
一
年
度
決
算
集
計
》

計
法
人
数
も
減
少
し
て
い
る
た
め
、
マ
イ
ナ

ス
の
法
人
の
割
合
は
同
じ
率
と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
結
果
、
二
十
年
度
ま
で
は
帰
属
収
支

差
額
が
マ
イ
ナ
ス
の
法
人
の
割
合
が
増
え
続

け
て
い
ま
し
た
が
、少
し
改
善
し
ま
し
た（
表

２
・
３
）。

二　

財
政
状
態

　

一
法
人
当
た
り
の
貸
借
対
照
表
よ
り
、
十

七
年
度
と
二
十
一
年
度
を
比
較
す
る
と
、
資

産
の
部
で
は
有
形
固
定
資
産
が
二
、
一
四
四

万
円
、そ
の
他
の
固
定
資
産
が
九
七
七
万
円
、

流
動
資
産
が
九
七
二
万
円
と
そ
れ
ぞ
れ
増
加

し
て
お
り
、
現
金
預
金
の
増
加
も
含
め
、
資

産
の
部
は
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

構
成
比
率
を
み
る
と
有
形
固
定
資
産
の
み

一
・
二
ポ
イ
ン
ト
下
降
し
、
六
六
・
一
％
と

な
っ
て
お
り
、
施
設
・
設
備
投
資
を
控
え
、

資
金
を
引
当
特
定
資
産
や
現
金
預
金
と
し
て

内
部
留
保
し
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
ま
す
。

　

負
債
・
基
本
金
・
消
費
収
支
差
額
の
部
で

は
、
固
定
負
債
が
一
七
七
万
円
、
流
動
負
債

が
二
一
八
万
円
減
少
、
そ
れ
ぞ
れ
の
構
成
比

率
に
つ
い
て
も
縮
小
し
て
い
ま
す
（
表
４
）。

表１　園児数と幼稚園数（単位：人、園）
区　分 17年度 21年度

園　児　数 1,738,766 1,630,336

　　私　立 1,383,249 1,318,006

　　国　立 6,572 6,315

　　公　立 348,945 306,015

幼 稚 園 数 13,949 13,516

　　私　立 8,354 8,261

　　国　立 49 49

　　公　立 5,546 5,206

※文部科学省学校基本調査より

表２　消費収支計算書（１法人当たり金額） （千円）
区　　分 17年度 21年度

収
入
の
部

学生生徒等納付金 65,873 65,922
補 助 金 41,776 45,569
そ の 他 23,342 24,320
帰 属 収 入 130,991 135,811
基 本 金 組 入 額 △ 13,915 △ 14,728
消 費 収 入 117,076 121,083

支
出
の
部

人 件 費 74,984 78,809
経 費 41,372 43,759
そ の 他 2,514 2,230
消 費 支 出 118,870 124,898

帰 属 収 支 差 額 12,121 10,913
消 費 収 支 差 額 △ 1,794 △ 3,815

表３　帰属収支差額がマイナスの法人

年度
集計法人数
（A）

帰属収支差額が
マイナスの値

法人数（B） 割合（B/A）

17 5,086 1,616 （31.8%）

18 5,057 1,568 （31.0%）

19 5,035 1,665 （33.1%）

20 5,012 1,770 （35.3%）

21 5,000 1,590 （31.8%）

表４　貸借対照表（１法人当たり金額） （千円）

区　　　　　分 17年度 21年度

資
産
の
部

有 形 固 定 資 産 335,881 67.3% 357,320 66.1%
その他の固定資産 63,239 12.7% 73,007 13.5%
流 動 資 産 100,249 20.1% 109,967 20.4%
（うち現金預金） 87,332 17.5% 97,416 18.0%
合 　 　 計 499,369 100.0% 540,294 100.0%

収
支
差
額
の
部

負
債･

基
本
金･

消
費

固 定 負 債 37,045 7.4% 35,275 6.5%
流 動 負 債 23,743 4.8% 21,563 4.0%
基 本 金 445,178 89.1% 496,521 91.9%
消 費 収 支 差 額 △ 6,597 △ 1.3% △ 13,065 △ 2.4%
負債･基本金・消費
収支差額の部計 499,369 100.0% 540,294 100.0%

私
立
幼
稚
園
の
財
務
状
況

私
立
幼
稚
園
の
財
務
状
況
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都
道
府
県
別
財
務
比
率

　

最
後
に
、消
費
収
支
計
算
書
関
係
比
率（
加

重
平
均
値
）
の
中
か
ら
、
収
入
の
構
成
割
合

を
見
る
た
め
の
学
生
生
徒
等
納
付
金
比
率
、

補
助
金
比
率
、
支
出
の
構
成
割
合
を
見
る
た

め
の
人
件
費
比
率
、
教
育
研
究
（
管
理
）
経

費
比
率
、
収
入
と
支
出
の
バ
ラ
ン
ス
を
見
る

た
め
の
人
件
費
依
存
率
、
学
校
法
人
の
経
営

状
況
を
見
る
た
め
の
帰
属
収
支
差
額
比
率
を

そ
れ
ぞ
れ
都
道
府
県
ご
と
に
ま
と
め
ま
し
た
。

　

各
財
務
比
率
の
見
方
の
ポ
イ
ン
ト
は
「
今

日
の
私
学
財
政
」
に
載
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、

こ
れ
ら
の
比
率
を
使
っ
て
の
財
務
分
析
に
つ

い
て
も
概
説
が
載
っ
て
い
ま
す
の
で
、
併
せ

て
ご
参
照
く
だ
さ
い
。

　

こ
れ
ら
の
財
務
比
率
だ
け
で
財
政
や
経
営

の
是
非
を
判
断
す
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん

が
、
各
学
校
法
人
等
に
お
い
て
、
今
後
、
経

営
の
活
性
化
を
検
討
さ
れ
る
場
合
の
参
考
と

し
て
ご
利
用
く
だ
さ
い
（
表
５
）。

　

以
上
、
簡
単
に
幼
稚
園
法
人
の
財
務
状
況

を
ま
と
め
ま
し
た
。

　
「
学
校
法
人
等
基
礎
調
査
」
は
毎
年
各
都

道
府
県
を
通
じ
て
実
施
し
て
お
り
ま
す
。
今

後
と
も
、
引
き
続
き
ご
協
力
を
お
願
い
い
た

し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先

私
学
経
営
情
報
セ
ン
タ
ー　

私
学
情
報
室

☎
○
三（
三
二
三
○
）七
八
四
〇
・
七
八
四
二

Ｅ
メ
ー
ル　

center@
shigaku.go.jp

表５　都道府県別財務比率一覧（幼稚園部門）

区  分 部 門 数 学 生 生 徒 等
納 付 金 比 率 補 助 金 比 率 人 件 費 比 率 人件費依存率 教育研究（管理）

経 費 比 率 帰属収支差額比率

17年度 21年度 17年度 21年度 17年度 21年度 17年度 21年度 17年度 21年度 17年度 21年度 17年度 21年度
園 園 % % % % % % % % % % % %

北海道 457 459 51.8 51.1 37.5 37.8 64.0 63.2 123.6 123.7 30.8 30.8 3.9 4.2
青　森 114 108 49.9 48.6 34.9 37.8 70.2 67.0 140.7 138.0 30.8 33.0 △ 4.1 △ 1.1
岩　手 84 82 42.0 41.3 36.9 38.3 62.9 62.5 149.9 151.3 33.5 32.4 2.5 3.9
宮　城 156 149 52.4 50.7 32.5 34.4 56.3 57.9 107.5 114.2 33.5 33.5 8.5 7.6
秋　田 65 57 45.4 46.2 38.0 35.2 60.4 60.6 133.0 131.2 34.1 32.6 4.8 5.7
山　形 87 81 41.0 39.3 39.5 42.3 60.6 63.3 147.8 161.1 31.0 31.7 7.8 4.3
福　島 129 131 42.5 42.2 40.7 40.2 60.2 62.4 141.7 148.0 31.8 32.2 6.7 3.8
茨　城 181 189 38.8 38.2 42.6 43.2 59.0 59.6 152.0 156.1 29.1 33.5 10.1 5.5
栃　木 182 180 52.7 52.7 38.4 38.4 63.0 61.4 119.7 116.4 27.4 29.0 8.4 7.1
群　馬 112 96 47.5 46.5 38.8 41.6 64.4 60.9 135.6 130.8 31.4 30.4 3.5 7.6
埼　玉 514 513 52.0 51.8 27.8 28.6 55.1 56.8 106.0 109.8 31.3 32.3 12.1 9.4
千　葉 393 397 52.9 52.9 31.7 32.1 57.4 55.8 108.4 105.6 29.6 29.2 11.7 14.1
東　京 438 452 56.4 53.7 24.3 27.8 57.8 56.7 102.5 105.6 28.5 28.1 12.3 13.2
神奈川 514 514 61.5 59.7 23.0 24.9 56.2 57.0 91.3 95.5 29.2 29.3 11.9 12.0
新　潟 113 105 43.4 42.3 42.5 43.6 63.4 63.1 146.0 149.3 30.4 30.2 4.3 6.1
富　山 55 50 42.5 44.5 38.3 39.4 53.9 54.4 126.9 122.4 36.6 40.6 7.0 4.3
石　川 65 65 48.7 48.4 43.0 42.4 66.5 63.6 136.5 131.2 30.4 30.2 2.0 0.4
福　井 28 30 44.7 44.6 33.6 41.4 55.0 58.2 123.1 130.6 31.0 30.3 13.7 10.9
山　梨 63 59 49.6 49.7 34.3 36.9 61.2 63.6 123.4 127.9 34.1 33.3 4.2 2.4
長　野 89 98 52.1 50.6 36.0 36.4 63.7 64.0 122.2 126.4 27.6 29.2 4.9 4.1
岐　阜 83 95 48.7 54.8 31.8 31.5 60.6 58.9 124.5 107.4 33.3 33.6 5.0 5.1
静　岡 218 220 45.0 45.8 36.8 40.1 61.0 59.0 135.7 128.8 30.3 31.9 7.4 6.8
愛　知 408 404 39.0 39.8 40.4 43.9 58.8 57.8 150.7 145.2 31.1 31.1 9.2 10.0
三　重 51 55 47.7 55.2 33.0 32.1 61.5 61.5 128.8 111.3 31.7 31.4 5.7 6.4
滋　賀 24 23 38.9 40.3 48.3 49.4 65.1 64.3 167.1 159.6 30.1 30.5 4.6 4.8
京　都 138 140 44.9 44.4 35.9 39.0 55.5 59.8 123.5 134.6 29.7 32.8 13.8 6.3
大　阪 399 327 41.2 42.1 40.6 40.3 55.7 56.8 135.1 135.1 34.1 35.8 8.8 6.1
兵　庫 201 201 48.9 49.1 32.5 33.3 54.6 55.3 111.6 112.6 30.0 31.3 13.5 11.7
奈　良 37 39 49.3 49.7 33.6 32.4 60.4 61.8 122.6 124.4 37.6 37.4 0.6 0.4
和歌山 44 40 39.3 38.3 43.8 45.7 65.4 65.4 166.5 170.8 30.2 30.7 3.9 3.4
鳥　取 27 28 49.9 48.9 37.5 39.6 62.6 63.0 125.6 128.9 27.6 28.1 8.7 7.4
島　根 11 11 51.0 54.6 33.5 34.7 64.6 68.2 126.8 125.1 39.6 38.6 △ 7.3 △ 9.4
岡　山 34 31 40.9 37.3 43.8 41.1 65.1 64.0 159.3 171.7 26.0 25.7 6.6 9.9
広　島 179 172 44.2 44.2 40.4 41.7 54.5 54.2 123.3 122.6 36.7 37.4 7.5 6.8
山　口 122 119 35.7 33.9 49.5 50.1 63.9 59.9 178.9 177.1 29.4 30.7 6.0 8.9
徳　島 10 10 56.9 54.8 27.2 27.1 60.5 66.0 106.4 120.3 28.6 34.9 10.3 △ 1.9
香　川 33 33 54.2 50.6 34.3 35.1 65.4 61.8 120.6 122.1 30.1 29.2 4.0 8.4
愛　媛 81 83 48.8 44.7 37.7 34.3 61.0 58.2 125.0 130.3 29.3 27.5 6.9 11.7
高　知 30 30 45.5 42.2 39.6 43.7 61.1 64.7 134.3 153.5 29.8 28.9 7.9 5.1
福　岡 307 334 51.8 51.8 33.2 34.6 55.0 56.1 106.3 108.4 30.9 31.8 11.8 10.7
佐　賀 85 81 52.6 47.1 34.1 38.6 63.4 59.6 120.6 126.6 32.7 32.0 3.3 7.9
長　崎 128 121 44.0 48.8 26.7 34.0 53.1 62.0 120.5 127.1 25.9 30.8 18.4 6.1
熊　本 109 108 39.3 37.8 50.4 53.8 64.0 65.7 163.0 174.0 25.7 26.7 9.6 7.2
大　分 60 63 40.3 40.8 38.9 45.9 59.4 59.0 147.1 144.8 28.5 31.0 10.8 9.0
宮　崎 112 113 39.0 36.6 45.9 48.3 65.5 63.5 168.1 173.6 29.7 30.8 3.9 3.8
鹿児島 145 140 40.2 38.8 45.2 49.4 61.2 60.1 152.2 154.9 33.3 34.5 4.4 4.8
沖　縄 25 21 47.6 48.1 37.7 36.9 53.4 53.6 112.1 111.3 33.6 34.6 12.5 11.7
全国平均 6,940 6,857 49.0 48.8 34.0 35.3 58.3 58.4 119.1 119.7 30.7 31.3 9.4 8.8
（注）部門数は学校法人が設置する幼稚園数である。また、部門数の全国平均部分は合計数である。
（参考）学生生徒等納付金比率：学生生徒等納付金／帰属収入　人件費依存率：人件費／学生生徒等納付金
　 　　補助金比率：補助金／帰属収入　　　　　　　　　　　教育研究（管理）経費比率：（教育研究経費＋管理経費）／帰属収入　又は経費／帰属収入
　　　人件費比率：人件費／帰属収入　　　　　　　　　　　帰属収支差額比率：帰属収支差額（帰属収入－消費支出）／帰属収入
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助
成
業
務

震　災　対　応
　

東
日
本
大
震
災
で
被
災
さ
れ
た
私
立
学
校

の
復
旧
・
復
興
と
、
そ
れ
ら
を
支
援
し
よ
う

と
す
る
企
業
等
の
法
人
又
は
個
人
を
マ
ッ
チ

ン
グ
さ
せ
て
、
被
災
学
校
に
対
す
る
効
果

的
な
支
援
を
行
う
た
め
に
、
私
学
事
業
団

の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（w

w
w
.shigaku.go.jp

）

に
「
私
学
支
援
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
」
を
開
設

し
ま
し
た
。

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
へ
の
登
録

　

私
立
学
校
が
、
復
旧
・
復
興
の
た
め
の
寄

付
金
募
集
を
行
っ
て
い
る
場
合
や
こ
れ
か
ら

募
金
を
計
画
し
よ
う
と
す
る
場
合
は
、
支
援

の
希
望
を
登
録
す
る
た
め
の
「
希
望
登
録
様

式
」
を
本
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
か
ら
ダ
ウ
ン

ロ
ー
ド
し
、
必
要
事
項
を
記
載
し
、
電
子

メ
ー
ル
添
付
、
Ｆ
Ａ
Ｘ
又
は
郵
送
の
い
ず
れ

か
の
方
法
で
本
事
業
団
へ
お
申
し
込
み
く
だ

さ
い
。

　

企
業
等
が
寄
付
支
援
を
お
考
え
の
場
合

は
、
本
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
に
お
け
る
「
支
援

の
希
望
一
覧
」
を
ご
覧
い
た
だ
き
、
積
極
的

に
私
立
学
校
へ
の
支
援
を
お
願
い
し
ま
す
。

な
お
、
寄
付
の
申
し
出
を
行
う
場
合
は
、
寄

付
す
る
学
校
名
な
ど
必
要
事
項
を
記
載
し
て

本
事
業
団
に
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。
寄
付

申
出
者
の
情
報
は
公
開
せ
ず
、
指
定
い
た
だ

い
た
学
校
へ
直
接
連
絡･

紹
介
い
た
し
ま
す
。

　

寄
付
先
を
お
考
え
に
な
っ
て
い
な
い
場
合

は
、
使
途
目
的
な
ど
の
希
望
を
付
し
て
お
申

し
込
み
く
だ
さ
い
。
本
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
に

て
、寄
付
を
希
望
す
る
私
立
学
校
を
募
集
し
、

募
集
に
応
じ
た
私
立
学
校
を
寄
付
申
出
者
へ

連
絡
し
ま
す
の
で
、
そ
れ
に
基
づ
い
て
寄
付

す
る
私
立
学
校
を
お
決
め
く
だ
さ
い
。

　

十
月
十
七
日
現
在
、
寄
付
支
援
を
希
望
す

る
私
立
学
校
の
登
録
は
二
三
校
で
す
。

寄
付
金
授
受
の
方
法

　

寄
付
申
出
者
と
学
校
法
人
等
と
の
間
で
の

寄
付
金
の
授
受
は
、両
者
の
責
任
に
お
い
て
、

両
者
間
で
直
接
行
い
ま
す
が
、
本
事
業
団
は

可
能
な
範
囲
で
、
両
者
へ
の
情
報
提
供
、
寄

付
金
に
か
か
る
条
件
の
提
示
及
び
税
法
上
の

取
り
扱
い
な
ど
で
サ
ポ
ー
ト
し
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、
寄
付
申
出
者
が
本
ポ
ー
タ

ル
サ
イ
ト
に
登
録
さ
れ
て
い
る
「
支
援
の
希

望
一
覧
」
又
は
「
被
災
地
に
設
置
さ
れ
て
い

る
私
立
学
校
一
覧
」
な
ど
か
ら
私
立
学
校
を

指
定
し
て
、「
寄
付
登
録
様
式
」
を
提
出
し

て
い
た
だ
き
ま
す
。
本
事
業
団
は
、
当
該
学

校
法
人
等
へ
寄
付
金
受
領
の
意
向
を
確
認
す

る
と
と
も
に
、
担
当
者
名
を
含
む
学
校
情
報

を
寄
付
申
出
者
へ
連
絡
し
、
当
事
者
間
で
の

私
学
支
援
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
の
開
設

―
―
東
日
本
大
震
災
の
復
旧
・
復
興
に
向
け
て
―
―

寄
付
金
の
授
受
が
可
能
に
な
る
よ
う
に
サ

ポ
ー
ト
し
ま
す
。

　

な
お
、
受
配
者
指
定
寄
付
金
と
し
て
の
税

制
上
の
優
遇
措
置
が
必
要
な
場
合
は
、
当
該

学
校
法
人
か
ら
の
申
し
出
に
よ
り
本
事
業
団

が
寄
付
金
を
受
け
入
れ
て
、
当
該
学
校
法
人

等
へ
配
付
す
る
所
定
の
手
続
き
を
行
い
ま
す
。

　

十
月
十
七
日
現
在
、
寄
付
金
の
授
受
が
実

現
さ
れ
た
も
の
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

• 

学
校
法
人
文
化
学
園
の
教
職
員
他
の
皆

様
よ
り
、
福
島
県
の
二
大
学
、
十
二
幼

稚
園
へ

• 

東
日
本
大
震
災
時
に
出
張
先
で
避
難
者

を
受
け
入
れ
て
い
た
私
立
幼
稚
園
に
お

世
話
に
な
っ
た
個
人
の
方
よ
り
、
宮
城

県
の
一
幼
稚
園
へ

寄
付
金
授
受
に
関
す
る
Ｑ
＆
Ａ

Ｑ　

受
配
者
指
定
寄
付
金
以
外
の
寄
付
金
の

授
受
は
、
ど
の
よ
う
な
流
れ
で
す
か
？

Ａ　

寄
付
予
定
者
が
、
直
接
学
校
指
定
の
銀

行
口
座
へ
振
り
込
む
な
ど
、
当
事
者
間
で

相
談
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

Ｑ　

金
額
・
時
期
等
の
調
整
が
あ
る
場
合
は
、

ど
う
し
た
ら
よ
い
で
す
か
？

Ａ　

具
体
的
な
授
受
は
、
直
接
当
事
者
間
で

交
渉
・
相
談
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　

ご
不
明
な
点
は
、
何
な
り
と
お
気
軽
に
お

尋
ね
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

助
成
部　

寄
付
金
課

☎
〇
三
（
三
二
三
〇
）
七
三
一
七
・
七
三
一
八

Ｅ
メ
ー
ル　

shien-ps@
shigaku.go.jp

寄付支援を希望する
私立学校 私学事業団

寄付支援を申し出る
企業・個人・学校法人等

④寄付提案

①要請登録 ②要請公表

③寄付登録
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共
済
業
務

　

私
学
共
済
制
度
の
業
務
の
内
容
や
事
務
手

続
き
な
ど
を
習
得
し
て
い
た
だ
く
た
め
、
初

任
者
を
対
象
に
基
礎
的
事
項
を
中
心
と
し
た

事
務
担
当
者
研
修
会
を
各
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス

で
開
催
し
ま
す
（
会
場
・
日
程
等
は
下
表
参

照
）。
詳
し
く
は
、
十
月
分
掛
金
納
付
通
知

書
（
十
一
月
中
旬
送
付
）
に
同
封
す
る
「
開

催
案
内
（
参
加
申
込
書
付
）」
又
は
私
学
共

済
事
業
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

●
参
加
対
象
者
等

　

•
学
校
法
人
等
の
共
済
事
務
担
当
者

　

•
各
学
校
か
ら
二
名
ま
で

　

•
参
加
は
一
人
一
コ
ー
ス
の
み

●
研
修
内
容

　

⑴
二
日
コ
ー
ス

　

 　

私
学
共
済
の
共
済
業
務
全
般
（
主
に
資

格
・
短
期
・
長
期
）
に
つ
い
て
、
テ
キ
ス

ト
及
び
「
事
務
の
手
引
」
を
基
に
基
礎
的

な
研
修
を
行
い
ま
す
。

　

⑵
一
日
コ
ー
ス

　

 　

私
学
共
済
制
度
の
業
務
の
中
で
、
研
修

希
望
の
多
い
資
格
・
短
期
及
び
長
期
の
部

門
ご
と
に
、
テ
キ
ス
ト
及
び
「
事
務
の
手

引
」を
基
に
基
礎
的
な
研
修
を
行
い
ま
す
。

●
申
し
込
み
方
法
等

　

⑴
申
込
期
限

　

 　

開
催
案
内
の
「
平
成
二
十
三
年
度

第
二
回　

私
学
共
済
事
務
担
当
者
研
修
会

参
加
申
込
書
」
に
よ
り
、
十
一
月
三
十
日

（
水
）【
必
着
】
ま
で
に
共
済
事
業
本
部
あ

て
郵
送
に
よ
り
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。

　

⑵
参
加
通
知

　

 　

参
加
の
可
否
は
十
二
月
中
旬
に
学
校
法

人
等
あ
て
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

• 

各
コ
ー
ス
と
も
定
員
を
超
え
た
場
合
は

抽
選
と
な
り
ま
す
。

　

• 

応
募
者
が
著
し
く
少
な
い
コ
ー
ス
は
、

中
止
と
さ
せ
て
い
た
だ
く
場
合
が
あ
り

ま
す
。

平
成
二
十
三
年
度　

第
二
回

私
学
共
済
事
務
担
当
者
連
絡
会

　

二
十
四
年
二
月
十
日（
金
）か
ら
三
月

九
日（
金
）に
か
け
て
平
成
二
十
三
年
度

第
二
回
私
学
共
済
事
務
担
当
者
連
絡
会

を
開
催
し
ま
す
。
会
場
・
日
程
等
に
つ

い
て
は
、一
月
中
旬
に
送
付
す
る
「
開

催
案
内
」（
十
二
月
分
掛
金
納
付
通
知
書

に
同
封
）及
び
本
誌
二
十
四
年
一
月
号
、

私
学
共
済
事
業
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

平
成
二
十
三
年
度　

第
二
回

　

私
学
共
済
事
務
担
当
者
研
修
会

　
　

平
成
二
十
四
年
一
月
十
一
日
（
水
）
〜
二
月
一
日
（
水
）

研修会会場･日程等一覧

会　　場 コース番号 実　施  日 コース 定　員 研 修 内 容

札幌ガーデンパレス ① １月18日（水）～１月19日（木） ２日 40名 共済業務全般

仙台ガーデンパレス ② １月11日（水）～１月12日（木） ２日 40名 共済業務全般

東京ガーデンパレス

③ １月11日（水）～１月12日（木） ２日 70名 共済業務全般

④ １月13日（金） １日 70名 資格・短期

⑤ １月16日（月） １日 70名 長　　　　期

⑥ １月17日（火）～１月18日（水） ２日 70名 共済業務全般

⑦ １月30日（月） １日 70名 長　　　　期

⑧ １月31日（火）～２月１日（水） ２日 70名 共済業務全般

名古屋ガーデンパレス ⑨ １月25日（水）～１月26日（木） ２日 50名 共済業務全般

京都ガーデンパレス
⑩ １月17日（火） １日 40名 資格・短期

⑪ １月18日（水）～１月19日（木） ２日 40名 共済業務全般

大阪ガーデンパレス
⑫ １月24日（火） １日 40名 長　　　　期

⑬ １月25日（水）～１月26日（木） ２日 40名 共済業務全般

広島ガーデンパレス ⑭ １月11日（水）～１月12日（木） ２日 45名 共済業務全般

福岡ガーデンパレス ⑮ １月25日（水）～１月26日（木） ２日 50名 共済業務全般

広
報
相
談
セ
ン
タ
ー　

相
談
班
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共
済
業
務

災　

害　

関　

係

　

三
月
に
発
生
し
た
東
日
本
大
震
災
を
は
じ

め
各
地
で
豪
雨
や
台
風
に
よ
る
被
害
が
発
生

し
ま
し
た
。
私
学
事
業
団
（
共
済
事
業
）
に

お
い
て
は
、
被
災
さ
れ
た
加
入
者
及
び
関
係

者
の
方
に
対
し
て
、
次
の
よ
う
な
支
援
を

行
っ
て
い
ま
す
。

　

給
与
の
支
払
い
に
「
著
し
い
支
障
」
が
生

じ
た
こ
と
に
よ
る
、
掛
金
・
児
童
手
当
拠
出

金
等
の
納
付
が
免
除
さ
れ
る
期
間
の
う
ち
、

児
童
手
当
拠
出
金
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十

三
年
十
月
ま
で
と
し
て
い
ま
し
た
が
、「
平

成
二
十
三
年
度
に
お
け
る
子
ど
も
手
当
の
支

給
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
」
の
施
行
に
伴

い
、
免
除
さ
れ
る
期
間
が
、
掛
金
と
同
様
、

二
十
四
年
二
月
ま
で
と
な
り
ま
し
た
の
で
お

知
ら
せ
し
ま
す
。

　

な
お
、免
除
の
特
例
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、

本
誌
六
月
号
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　

現
在
も
継
続
し
て
い
る
特
例
措
置
等
の
主

な
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。

一 　

医
療
機
関
に
か
か
っ
た
と
き
（
自
己
負

担
金
の
免
除
）

　

震
災
に
よ
っ
て
加
入
者
や
被
扶
養
者
の
方

の
住
居
が
、
全
半
壊
し
た
場
合
や
震
災
に

よ
っ
て
主
た
る
生
計
維
持
者
が
死
亡
し
た
場

合
は
、
病
院
の
窓
口
で
支
払
う
自
己
負
担
金

を
免
除
し
ま
す
。
本
事
業
団
に
「
一
部
負
担

金
等
免
除
証
明
書
」を
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

　

●
免
除
期
間

　
　
　

平
成
二
十
四
年
二
月
二
十
九
日
ま
で

 

〔
短
期
給
付
課
〕

二 　

学
校
か
ら
の
給
与
の
額
が
下
が
っ
た
又

は
無
給
と
な
っ
た
と
き

　

① 
学
校
と
の
雇
用
関
係
が
継
続
し
て
い
る

間
は
、
給
与
の
支
給
の
有
無
に
か
か
わ

ら
ず
加
入
者
資
格
を
継
続
し
ま
す
。

　

●
取
扱
期
間

　
　
　

 

平
成
二
十
三
年
三
月
十
一
日
か
ら
一

年
間 

　

② 

掛
金
負
担
の
軽
減
を
図
る
た
め
特
例
と

し
て
標
準
給
与
月
額
を
即
時
改
定
し
ま

す
。
な
お
、
即
時
改
定
に
連
動
し
て
給

付
や
貸
付
限
度
額
等
が
減
少
し
な
い
特

例
措
置
を
設
け
て
い
ま
す
。

　

●
対
象
月

　
　
　

 

平
成
二
十
三
年
三
月
〜
二
十
四
年
二

月
の
間
で
給
与
が
変
動
し
た
月

 

〔
資
格
課
〕

　

③ 

被
災
し
、
や
む
を
得
ず
休
校
（
園
）
と

な
り
、
給
与
が
減
額
又
は
支
給
さ
れ
な

い
と
き
は
休
業
手
当
金
を
支
給
し
ま
す
。

　

●
支
給
対
象
期
間

　
　
　

 

平
成
二
十
三
年
三
月
十
二
日
〜
九
月

三
十
日
の
間
で
給
与
が
減
額
又
は
支

給
さ
れ
な
い
期
間
（
労
災
保
険
・
雇

用
保
険
等
を
受
給
す
る
期
間
を
除
き

ま
す
） 

〔
短
期
給
付
課
〕

三 　

災
害
見
舞
金
等
の
支
給

　

加
入
者
又
は
被
扶
養
者
が
住
居
や
家
財
に

損
害
を
受
け
た
と
き
は
、
損
害
の
状
況
に
応

じ
て
、
災
害
見
舞
金
等
を
支
給
し
ま
す
。

※ 

福
島
原
発
災
害
に
よ
る
避
難
指
示
等
の
対

象
地
域
に
お
住
ま
い
で
住
居
を
移
転
し
た

加
入
者
や
被
扶
養
者
に
は
、
災
害
見
舞
金

支
給
の
特
例
が
あ
り
ま
す
。
詳
し
い
内
容

に
つ
い
て
は
、お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　

●
請
求
期
間

　
　
　

災
害
発
生
日
か
ら
二
年
間

 

〔
短
期
給
付
課
〕

　

ま
た
、
災
害
見
舞
品
と
し
て
品
物
に
代
え

て
三
万
円
を
支
給
し
ま
す
。 

〔
保
健
課
〕

四　

掛
金
の
納
付

　

① 

被
災
地
域
の
学
校
等
に
つ
い
て
は
納
期

限
を
延
長
し
て
い
ま
す
。

　
　
（
地
域
に
よ
り
終
了
し
て
い
ま
す
）

　

② 

被
災
し
た
学
校
の
お
お
む
ね
過
半
の
加

入
者
（
教
職
員
）
の
給
与
が
、
一
時
的

に
標
準
給
与
の
下
限
（
九
万
八
千
円
）

程
度
に
満
た
な
い
額
で
支
給
さ
れ
る
よ

う
な
場
合
に
は
、
申
請
に
よ
り
掛
金
を

免
除
し
ま
す
。

　

●
免
除
期
間

　
　
　

 

最
長
で
平
成
二
十
四
年
二
月
ま
で

 
〔
掛
金
課
〕

五 　

死
亡
に
か
か
る
給
付
の
支
給
の
特
例

（
死
亡
の
推
定
）

　

埋
葬
料
や
遺
族
共
済
年
金
な
ど
死
亡
に
か

か
る
給
付
に
つ
い
て
は
、
行
方
不
明
と
な
っ

た
方
の
生
死
が
三
か
月
間
わ
か
ら
な
い
場
合

又
は
そ
の
方
の
死
亡
が
三
か
月
以
内
に
明
ら

か
に
な
り
、
か
つ
、
そ
の
死
亡
時
期
が
わ
か

ら
な
い
場
合
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
三
年

三
月
十
一
日
に
死
亡
し
た
も
の
と
推
定
し
、

決
定
し
ま
す
。 

〔
短
期
給
付
課
・
年
金
部
〕

六　

貸
付
関
係

　

被
災
し
た
加
入
者
（
任
意
継
続
加
入
者
を

除
き
ま
す
）
に
対
し
て
は
、
低
利
な
特
例
災

害
貸
付
及
び
特
例
住
宅
貸
付
が
あ
り
ま
す
。

※
申
込
期
間
は
災
害
発
生
日
か
ら
、

　
　

特
例
災
害
貸
付　

一
年
以
内

　
　

特
例
住
宅
貸
付　

三
年
以
内

 

〔
貸
付
課
〕

七　

積
立
共
済
年
金
・
共
済
定
期
保
険

　

保
険
金
等
の
請
求
手
続
き
書
類
を
一
部
緩

和
し
て
い
ま
す
。 

〔
保
健
課
〕

東
日
本
大
震
災
に
か
か
る

東
日
本
大
震
災
に
か
か
る

私
学
共
済
制
度
の
取
り
扱
い

私
学
共
済
制
度
の
取
り
扱
い

掛
金
・
児
童
手
当
拠
出
金
の

免
除
の
特
例
措
置
の
延
長

現
在
実
施
し
て
い
る
取
り
扱
い

新
潟
・
福
島
豪
雨
及
び
台
風

新
潟
・
福
島
豪
雨
及
び
台
風

十
二
号
・
十
五
号
に
か
か
る

十
二
号
・
十
五
号
に
か
か
る

私
学
共
済
制
度
の
取
り
扱
い

私
学
共
済
制
度
の
取
り
扱
い

業
務
部
掛
金
課

一　

加
入
者
証
等
の
取
り
扱
い

① 

加
入
者
証
等
を
紛
失
等
し
、
お
手
元
に
な

い
場
合
で
も
病
院
・
診
療
所
で
受
診
で
き

ま
す
。
窓
口
で
、
氏
名
・
生
年
月
日
・
加

入
者
の
勤
務
先
学
校
名
・
私
学
共
済
の
加

入
者
又
は
被
扶
養
者
で
あ
る
こ
と
を
申
し

出
て
く
だ
さ
い
（
台
風
十
五
号
で
被
災
さ
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れ
た
方
を
除
き
ま
す
）。 

② 
被
災
さ
れ
た
方
か
ら
の
加
入
者
証
等
の
再

交
付
、
年
金
加
入
期
間
確
認
通
知
書
及
び

資
格
証
明
書
の
交
付
の
依
頼
は
、
電
話
等

で
の
申
し
出
も
本
人
確
認
の
う
え
受
け
付

け
ま
す
。
加
入
者
証
等
は
学
校
法
人
等
あ

て
（
任
意
継
続
加
入
者
は
自
宅
あ
て
）
に

お
送
り
し
ま
す
。 

〔
資
格
課
〕

二　

資
格
事
項
に
関
す
る
報
告
書

　

資
格
事
項
に
関
す
る
各
種
異
動
報
告
書
及

び
届
出
書
等
の
提
出
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ

れ
提
出
期
限
を
当
面
六
か
月
間
延
長
し
て
い

ま
す
。
提
出
の
際
は
、
被
災
に
よ
り
提
出
が

遅
れ
た
旨
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

〔
資
格
課
〕

三 　

医
療
機
関
に
か
か
っ
た
と
き
の
一
部
負

担
金
等
の
免
除

　

保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
に
支
払
う

一
部
負
担
金
等
に
つ
い
て
は
、
本
事
業
団
に

申
請
す
る
こ
と
に
よ
り
、
免
除
を
受
け
る
こ

と
が
で
き
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

 

〔
短
期
給
付
課
〕

四 　

災
害
見
舞
金
等
の
支
給

　

加
入
者
又
は
被
扶
養
者
の
方
が
、
住
居
や

家
財
に
損
害
を
受
け
た
と
き
は
、
損
害
の
状

況
に
応
じ
て
災
害
見
舞
金
等
を
支
給
し
ま

す
。 

〔
短
期
給
付
課
〕

　

ま
た
、
災
害
見
舞
品
と
し
て
品
物
に
代
え

て
三
万
円
を
支
給
し
ま
す
。 

〔
保
健
課
〕

五　

掛
金
の
納
付

　

被
災
に
よ
り
、
掛
金
・
児
童
手
当
拠
出
金

が
納
付
で
き
な
い
学
校
法
人
等
に
つ
い
て

は
、
納
付
猶
予
を
受
け
ら
れ
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。 

〔
掛
金
課
〕

六　

貸
付
関
係

① 

申
し
出
に
よ
り
定
期
償
還
期
限
を
延
長
し

ま
す
。
延
長
中
は
特
例
利
率
が
適
用
さ
れ

ま
す
。

② 

被
災
し
た
加
入
者
（
任
意
継
続
加
入
者
を

除
き
ま
す
）
は
、
低
利
な
貸
付
利
率
の
特

例
災
害
貸
付
及
び
特
例
住
宅
貸
付
が
受
け

ら
れ
ま
す
。 

〔
貸
付
課
〕

七　

積
立
貯
金
の
払
い
戻
し

① 

緊
急
の
場
合
に
は
、
随
時
払
い
戻
し
を
行

い
ま
す
。

② 

「
積
立
貯
金
払
戻
請
求
書
」が
な
い
場
合
、

任
意
の
用
紙
で
い
っ
た
ん
請
求
を
受
け
付

け
ま
す
（
後
日
差
し
替
え
が
必
要
で
す
）。

 

〔
保
健
課
〕

八　

積
立
共
済
年
金
・
共
済
定
期
保
険

　

保
険
金
等
の
請
求
に
関
す
る
手
続
き
書
類

を
一
部
緩
和
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
積
立
共

済
年
金
の
保
険
料
振
替
に
関
す
る
特
例
を
設

け
て
い
ま
す
。 
〔
保
健
課
〕

九　

年
金
関
係

　

書
類
の
提
出
等
で
お
困
り
の
場
合
に
は
、

個
別
に
相
談
を
受
け
て
い
ま
す
の
で
お
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い
。 

〔
年
金
部
〕

　

取
り
扱
い
の
詳
し
い
内
容
に
つ
い
て

は
、
対
象
と
な
る
学
校
法
人
等
及
び
任

意
継
続
加
入
者
あ
て
に
お
送
り
し
た
通

知
文
や
私
学
共
済
事
業
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

も
併
せ
て
ご
覧
く
だ
さ
い
。

http://w
w
w
.shigakukyosai.jp/

　

加
入
者
証
及
び
加
入
者
被
扶
養
者
証
（
以

下
、「
加
入
者
証
等
」
と
い
い
ま
す
）
の
適

正
な
使
用
を
確
認
す
る
た
め
、
私
学
事
業
団

で
は
毎
年
一
定
の
期
日
を
定
め
、
加
入
者
証

等
の
検
認
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

加
入
者
証
等
の
記
載
内
容
に
変
更
が
な
い

か
、
あ
ら
た
め
て
確
認
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

対
象
者

　

加
入
者
及
び
被
扶
養
者

　

※ 

就
職
、所
得
の
増
加
、別
居
な
ど
に
よ
っ

て
被
扶
養
者
の
要
件
を
欠
い
て
い
る
場

合
は
、
速
や
か
に
「
被
扶
養
者
取
消
申

請
書
」
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

学
校
法
人
等
へ
の
通
知

　

検
認
の
対
象
者
及
び
方
法
に
つ
い
て
は
、

十
一
月
下
旬
に
学
校
法
人
等
あ
て
に
通
知
し

ま
す
。

　

私
学
事
業
団
へ
の
報
告

　

結
果
に
つ
い
て
は
、「
加
入
者
証
等
検
認

結
果
報
告
書
」
で
報
告
し
て
く
だ
さ
い
。

　

無
効
の
加
入
者
証
等
に
つ
い
て
は
、「
加

入
者
証
回
収
調
査
票
」
を
送
付
す
る
な
ど
回

収
に
努
め
て
い
ま
す
が
、
な
か
な
か
回
収
率

が
上
が
り
ま
せ
ん
。

　

加
入
者
の
資
格
喪
失
や
被
扶
養
者
の
取
り

消
し
に
伴
い
、
無
効
と
な
っ
た
加
入
者
証
等

は
必
ず
回
収
し
、
返
納
し
て
く
だ
さ
い
。

① 　
「
資
格
喪
失
報
告
書
」
を
提
出
す
る
際

に
は
必
ず
加
入
者
証
等
（
限
度
額
適
用
認

定
証
・
高
齢
受
給
者
証
を
含
む
）
を
添
付

し
て
く
だ
さ
い
。
加
入
者
証
等
の
紛
失
に

よ
り
添
付
で
き
な
い
と
き
は
「
加
入
者
証

等
返
納
不
能
届
書
」を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

② 　

加
入
者
、
被
扶
養
者
、
任
意
継
続
加
入

者
が
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入
し
た

後
は
、
本
事
業
団
の
加
入
者
証
等
は
使
用

で
き
ま
せ
ん
。
加
入
者
証
等
は
、
必
ず
返

納
し
て
く
だ
さ
い
。

無
効
の
加
入
者
証
等
の
回
収
と

返
納
の
お
願
い

加
入
者
証
を
正
し
く
使
用
し
て

い
た
だ
く
た
め
に

平
成
二
十
三
年
度

加
入
者
証
の
検
認
の
実
施

業
務
部
資
格
課

〈
加
入
者
証
〉

〈
加
入
者
被
扶
養
者
証
〉
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　　　　　　 配偶者や子に恒常的な収入があるが、被扶養者の範囲内であるため認定申請
したい

　給与収入や不動産所得等がある場合でも、恒常的な収入が被扶養者の範囲内であるときは被扶養者として認定されます。
【添付書類】

１　続柄及び生年月日を確認する書類
　　（①②のいずれか）

①配偶者・子の戸籍抄本（又は謄本）
② 配偶者・子の住民票（加入者が世帯主であって、続柄が明記されたものに
限る）

２　

 

配
偶
者
・
子
の
収

　
　

入
に
関
す
る
書
類

（1）自営業で事業所得がある人 ①所得証明書（所得の種類が確認できる最新のもの）
②確定申告書の写し（税務署の受付印のあるもの）
（①②のいずれか）

（2） 不動産所得、利子所得等が
ある人

（3） アルバイトやパート等で給
与収入がある人

勤務先の年収見込証明書及び社会保険未加入証明書
（平成23年版「事務の手引」145ページ参照。私学共済事業ホームページから
ひな型をダウンロードできます）

事例４ 60歳以上の配偶者を被扶養者として認定申請したい
　60歳以上の人は、年金（恩給、扶助料も含みます）の受給の有無や金額等について確認するための書類が必要となります。
また、年金以外に恒常的収入がある場合は、その金額を確認する書類も必要となりますので、 事例３ の収入に関する書
類も添付してください。
【添付書類】

１　続柄及び生年月日を確認する書類
　　（①②のいずれか）

①配偶者の戸籍抄本（又は謄本）
② 配偶者の住民票（加入者が世帯主であって、続柄が明記されたものに限る）

２　

配
偶
者
の
収
入
に
関
す
る
書
類

（1）年金請求中の場合
　　（①及び②いずれも）

① 年金事務所等が発行した年金見込額が確認できる書類、又は裁定請求書を
提出した年金事務所等の名称と概算額を記載した口述書（認定対象者の署
名・捺印のあるもの）

② 年金額決定後に被扶養者の収入限度額を超える年金の決定があった場合
は、さかのぼって被扶養者認定を取り下げる旨の誓約書（加入者の署名・
捺印のあるもの）

（2）年金受給中の場合 公的年金等の証書の写し（年金額等の記載のあるもの）
ただし、年金額が改定されている場合は、最新の改定通知書の写し

（3）年金を受給していない場合 公的年金を受給していない旨の口述書（認定対象者の署名・捺印のあるもの）
ただし、受給する権利があり、その年金額の全額が停止となっている場合は、
最新の改定通知書又は年金支給額変更通知書の写し

事例５ 任意継続加入者が再資格取得をしたときの認定申請
　私学共済制度の任意継続加入者が再資格取得する場合で、任意継続加入者の
ときに被扶養者として認定されていた人については、添付書類を省略できます。
　この場合は、「被扶養者認定申請書」の余白に「任意継続加入者からの再資
格取得」と朱書きのうえ、任意継続加入者であったときの加入者番号も明記し
てください。

事例６ 加入者が継続資格取得したときの認定申請
　前任校から認定されている被扶養者については、そのまま継続して被扶養者
認定されます。したがって手続きは必要ありません。
　なお、被扶養者の要件を欠いたときは、「被扶養者取消申請書」を取消日に
在職している学校法人等から提出してください。

事例３

A校
任意継続
加入者

◦認定申請書
（添付書類
　省略可）

A校 B校

◦認定申請　
　手続き不要
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―ポイントと事例②被扶養者認定申請
　10月号では、被扶養者になれる人の範囲や収入について「出生に伴う子
の認定」と「子の扶養替え」の２つの事例を挙げて必要な添付書類につい
て説明しました。
　今回は、加入者の資格取得に伴う配偶者や子の被扶養者認定 について
説明します。この場合、被扶養者認定の事由発生日は資格取得日となりま
す。申請は、資格取得した日から30日以内に行ってください。

※ 65歳未満の加入者が20歳以上60歳未満の配偶者を被扶養者として認定申請する場合は、「国民年金第３号被保険者資格取得・
種別変更・種別確認（３号該当）届」を「被扶養者認定申請書」と同時に提出してください。
※ 「被扶養者認定申請書」及び国民年金第３号被保険者の届出用紙は複写式のため、私学共済事業ホームページからダウンロード
できません。用紙は、共済事業本部又は各ガーデンパレス（東京・京都を除く）共済業務課へ請求してください。

　　　　　　 前の健康保険制度（国民健康保険を除く）から引き続いて配偶者や子を被扶
養者として認定申請したい

　加入者が他の健康保険制度（国民健康保険を除く）から引き続き資格取得をする場合（前の職場を退職した日又は翌日
に私学共済制度に加入するとき）で、前の健康保険制度で配偶者や子が被扶養者として認定されていたときは、添付書類
を次の書類に代えることができます。
【添付書類】

前の健康保険制度で被扶養者として認定されていたことが確認できる書類
　健康保険証、組合員証の写し又は資格証明書など（続柄、生年月日が確認できるもの）
※子のみの認定で、学校法人等から扶養手当が支給されない場合は、夫婦共同扶養に関する書類（上記［注］）も必要です。

事例２ 配偶者や子に恒常的な収入がないため、被扶養者として認定申請したい
　原則として18歳以上60歳未満の人を認定申請するときは次の書類が必要です。
【添付書類】

１　続柄及び生年月日を確認する書類
　　（①②のいずれか）

①配偶者・子の戸籍抄本（又は謄本）
② 配偶者・子の住民票（加入者が世帯主であって、続柄が明記されたものに
限る）

２　配偶者・子の収入に関する書類
　　（①②のいずれか）

①非課税証明書（最新のもの）
② 有効期限の記載のある学生証の写し又は在学証明書（昼間部の在籍及び修
了年限が明示されたものに限る）

※大学院生・夜間部・通信教育課程の学生は①に限ります。

　なお、最近日本に帰国又は入国したため、非課税証明書が取れないときは、ア及びイの書類が必要です。
　ア　非課税証明書が交付されない理由及び国内・国外における収入がない旨の口述書
　イ　氏名、生年月日及び出入国年月日の記載されているパスポートの写し又は戸籍の附票

①加入者との続柄及び生年月日を確認する書類
②認定対象者自身の恒常的収入が被扶養者の範囲内であるかどうかを確認する書類
③夫婦共同扶養に関する書類［注］

［注］夫婦共同扶養に関する添付書類
　　 　子を申請する場合、被扶養者とすべき子の人数にかかわらず夫婦それぞれの年間収入の多い方の被扶養者と

なります。その際、源泉徴収票の写し、所得証明書、勤務先の年収見込証明書などで収入を確認します（配偶
者が育児休業等により休業している場合、配偶者の年間収入は休業前の金額で比較します）。

「被扶養者認定申請書」に添付する書類

事例１

業務部　資格課業務部　資格課



短時間勤務者に関する
アンケート調査を実施します

　私学における短時間勤務者の状況や定年制等の実態を
把握するためにアンケート調査を実施することとなりま
した。本調査は全学校法人等に11月中旬に発送する10月
調定分掛金納付通知書に同封します。
　アンケートにご記入いただき、11月30日（水）までに同
封の返信用封筒にて、本事業団あてに返送してください。
　ご協力をよろしくお願いします。 【企画室】

積立共済年金・共済定期保険の
後期加入申込期間

　積立共済年金・共済定期保険の後期加入申込期間はい
ずれも11月１日（火）から11月30日（水）までとなります。
新規加入・加入内容の変更等をする場合は、加入申込期
間内に申し込んでください。 【保健課】

児童手当拠出金の納付対象基準額が
決定しました

　平成23年の定時決定による基準額は、183万円となり
ました（前年と同額）。10月調定時に長期給付にかかる
標準給与の月額の合計が183万円以上となる学校法人等
については、23年10月分から24年９月分までの間、掛金
とあわせて児童手当拠出金を納付することになります。
納付額については、「掛金・児童手当拠出金納付通知書」
で通知します。
　なお、定時決定時の基準額により納付対象となった学
校法人等は、その後に長期給付にかかる標準給与の月額
の合計額が基準額を下回ることになっても、その期間内
においては、児童手当拠出金を納付することになります。
 【掛金課】

私学共済相談員研修会を開催しました

　９月29日（木）、30日（金）に、東京ガーデンパレスで私
学共済相談員研修会を開催しました。
　今回は①私学事業団における東日本大震災への対応、
②病気等で休業した者にかかる加入者資格の取り扱い、
③学生就職支援サポート事業の概要及び事務所見学、④
社会保障と税の一体改革等について研修を行いました。
 【相談班】

年内の共済業務関連書類の
受け付け・処理

　年内の共済業務の書類等の受け付け及び処理は、次の
とおりです。
資格関係
• 加入者証等の交付及び資格関係の確認通知書は、12月
15日（木）受付分までを年内に発送します。
• 資格取得・喪失は、12月20日（火）受付分までを12月分
の掛金で調定する予定です。 【資格課】
短期給付関係
• 短期給付関係の請求は、12月２日（金）受付分までを年
内に送金する予定です。 【短期給付課】
貸付関係
• 年内最終送金（12月22日（木））の貸付申し込みは、11月
30日（水）が締め切りです。 【貸付課】

年末の業務は12月28日（水）までのため、早めに手続き
を行ってください。送金等については、申込書類等に
不備がないことを前提としていますので、書類は余裕
をもって提出してください。

共済業務

〒113 - 8441　文京区湯島1-7-5

☎03（3813）5321（代表）
ご照会の際には、学校記号番号、加入者番号を
お手元にご用意ください。
http://www.shigakukyosai.jp/

共済業務

１日（火）
積立共済年金  後期加入申し込み開始
共済定期保険  後期加入申し込み開始

２日（水） 貸付  送金
６日（日） 貸付  10月分定期償還期限
10日（木） 貯金  払込期限（必着）

15日（火）
貸付  12月２日送金申し込み・任意償還申出締め切り
アイリスプラン  年金コース加入申し込み締め切り

21日（月） 貯金  送金
22日（火） 貸付  送金

25日（金）
貯金  払戻・解約請求締め切り
積立共済年金  脱退申出等締め切り

28日（月）
掛金  10月口座振替（自振校のみ）
貸付  11月分定期償還口座振替（自振校のみ）

30日（水）

貸付  12月22日送金申し込み締め切り
掛金  10月分納期限
積立共済年金  後期加入申し込み締め切り
共済定期保険  後期加入申し込み締め切り

２日（金） 貸付  送金
６日（火） 貸付  11月分定期償還期限
９日（金） 貯金  払込期限（必着）

15日（木）
貸付  １月４日送金申し込み・任意償還申出締め切り
アイリスプラン  医療・傷害補償コース加入申し込み締め切り

月の共済業務スケジュール月の共済業務スケジュール1111

月の共済業務スケジュール月の共済業務スケジュール1212

第 1 6 7 号平成 2 3 年 1 1 月 1 日

14

私学事業団ホームページ　http://www.shigaku.go.jp/
（「月報私学」はホームページにも掲載しています）



会計処理等の質問・相談を承っています

　私学経営情報センターでは、会計処理をはじめとして、
人事・学務等、私学経営全般にわたるご質問、ご相談を
電話やFAX、Eメール等で随時承っています。ぜひご利
用ください。

 私学経営情報センター　私学情報室
 ☎03（3230）7846・7847（会計処理）
 ☎03（3230）7838（私学経営全般）
 Ｅメール　center@shigaku.go.jp

私立大学等経常費補助金の申請等に
ついては電子窓口をご確認ください

　私立大学等経常費補助金の調査票及び事務連絡等を
「電子窓口」に掲載していますので、定期的にご確認く
ださい。
　また、提出の際にも事務手続きの簡略化のため「電子
窓口」をご利用ください（一部、紙媒体での提出の場合
があります）。

 助成部　補助金課
 ☎03（3230）7300～7311
 Ｅメール　hojokin@shigaku.go.jp

〒102 - 8145　千代田区富士見1-10-12

☎03（3230）1321（代表）
http://www.shigaku.go.jp/s_home.htm

助成業務

「月報私学」表紙写真の募集
　本誌の表紙写真を私立学校から広く募集します。下記のテーマに沿った写真をふるってご応募ください。
採用させていただく場合には改めてご連絡します。
○募集テーマ
　四季折々の季節感のある私立学校の学園風景

春季 卒業（園）式、入学（園）式、桜、合格発表

夏季
プール（授業）、臨海学校、夏祭り、
オープンキャンパス

秋季 運動会、学園祭、遠足、就職セミナー

冬季
クリスマス、百人一首大会、
もちつき大会

○応募写真
　デジタル、プリント、ポジフィルムいずれかの写真
○応募方法
　写真は、学校法人等名、担当者名及び連絡先を明
記のうえ、郵送もしくはメールでご送付ください。
また、ファイル転送サービスでもお受けしています。

○応募・問い合わせ先
　〒102-8145
　東京都千代田区富士見1‒10‒12
　　日本私立学校振興・共済事業団　企画室
　　　　　　　　 ☎03（3230）7810・7811
　 　　　　Ｅメール　kikaku@shigaku.go.jp

※写真は原則として返却いたしません。
※ 応募作品は著作権などの権利が応募時点で応募者に
帰属するものに限ります。
※ 採用作品は、私学事業団が「月報私学」の表紙写真
として使用し、冊子として刊行、本事業団ホームペー
ジに掲載するほか、「月報私学」表紙写真の募集広
告に使用することがあります。
※ 撮影対象の肖像権侵害などの責任は負いかねます。
応募に際しては、必ず撮影対象者の承諾及び上記事
項への使用許可を得てください。

お　見　舞　い
　先の平成23年台風15号により、被災された皆様に心よりお見舞い申し上げます。災害を受けられ
た学校法人等の一日も早い復旧をお祈り申し上げますとともに、私学事業団といたしましても全力
で支援につとめてまいります。
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月報私学　11月号（VOL．167）平成23年11月1日発行
編集・発行　日本私立学校振興・共済事業団　〒102-8145　東京都千代田区富士見1-10-12　☎03（3230）7810・7811（企画室）

（禁無断転載） 

宿泊施設のご案内宿泊施設のご案内

融資事業のご案内融資事業のご案内

月今 の 表 紙

インターネットで宿泊予約ができます。
http://www.shigakukyosai.jp/

　新潟青陵大学・新潟青陵大学短期大学部では「ケアから社会を学ぶ、青陵マインドの涵養」というテーマのもと、入学から卒
業まで体系的にキャリア支援を行い、職業人として社会で求められる確かな力を養っています。平成22年度文部科学省「大学
生の就業力育成支援事業」の採択を受け、高校・幼稚園と連携し、法人全体で教育改革を推進しています。

新潟青陵大学・新潟青陵大学短期大学部

問い合わせ先
（私学振興事業本部）

融資部　融資課　☎03（3230）7862～7867
Ｅメール yushi＠shigaku.go.jpご相談はお早目にどうぞ

平成23年度融資のご相談、お待ちしています！

校舎、園舎等の施設の建築
（改修も含みます）

校地、園地の購入

機器備品の購入

私学事業団融資は、長期借入・固定金利・
元金据置（最大２年間）・元金均等償還です。

施設整備をご計画なら「安心で、安定感の
ある」本事業団資金のご利用を検討されて
はいかがでしょうか。
　23年度融資のご希望については、現在受
付中です。

合宿、ゼミ、研修などの団体旅行にご利用ください

〒532-0004　大阪市淀川区西宮原1-3-35　☎06（6396）6211
（JR ｢新大阪｣駅西口から徒歩10分。地下鉄「新大阪」駅北側②出口から無料送迎バスを運行）
http://www.hotelgp-osaka.com

30周年記念 特別団体宿泊プラン

１泊２食(１名様)　 7,500円
１泊朝食(１名様)　 5,000円

　開業30周年を迎える大阪ガーデンパレスでは、
これまでのご愛顧に感謝して、お得な宿泊プランを
用意しております。合宿、ゼミ、研修など様々な団
体旅行にご利用ください。

☆ 加入者宿泊料金の割引キャンペーンを12月～３月末
まで実施します。
☆ 私学メンバーズカードでお支払いされると、更に割引
いたします。
☆ 禁煙ルームはもちろん、癒しのアイテムが充実した「レ
ディースプラン」や「新幹線みえるお部屋限定プラン」
もご用意します。

●ツイン又は和室を利用した時の料金です（シングルは500円増）。
●15名様以上の受け付けとなります。
　【対象期間】　平成23年12月1日～24年3月31日
　　　　　　　※年末年始（12月31日～1月3日）を除く

HOTEL, BANQUET& RESTAURANT

私学直営施設だからお得に泊まろう! !私学直営施設だからお得に泊まろう! !

■融資金利表（平成23年11月１日現在）

融資費目
返済期間

20年以内
（うち据置２年）

10年以内
（据置年数含む）

６年以内
（据置年数含む）

【一般施設費】
　　 校(園)舎、体育館、講堂、遊

戯室等の建築事業等並びに校
(園)地の買収事業等

年％ 年％ 年％

1.6 0.9 0.7
【特別施設費】
　　 寄宿舎、国際交流会館、セミ

ナーハウス等の建築事業並び
に当該施設建築のための土地
買収事業等

1.7 1.0 ―

【教育環境整備費】
　　校教具、通園バス等の購入
　　 ※幼稚園、特別支援学校、専

修学校が対象
― ―

5年6か月以内
（うち据置6か月）

0.6
【教育環境整備費】
　　 大型設備・情報技術整備等 ― 0.9 ―
※融資金利は毎月の金利情勢により変更することがあります。
※上記費目以外にも災害復旧事業、公害対策事業等が対象となります。


